
 

４．定年制に関する事項 
 
（１）定年制の実施状況 

定年制を実施している企業は１,４９０社中１,４４６社（９７.０％）で、実施していない企業は４４社（３.０％）

とわずかである。 

産業別にみると、定年制を実施している企業の割合は「不動産業」（８５.７％）で低いが、その他の業種

では９５％以上が定年制を実施している。 

企業規模では、３０人未満の小規模企業で実施率が９割を下回っているものの、他の企業規模では９

５％以上が定年制を実施している。 （図－１４） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（図－14） 産業別・規模別・定年制の実施状況 
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（２）定年制の定め方 

定年制を実施している企業１,４４６社

のうち、「一律定年制」を実施している企

業の割合は９６.１％（１，３８９社）である。 

（図－１５） 

 

（注）ごく少数の一部の者のみ異なった定年

年齢が適用される場合は、「一律定年」とし

て回答を求めた。 

 

 

 

 

 

 

  
（３）一律定年の定年年齢 

一律定年制実施企業のうち、定年年

齢を「６０歳」とする企業の割合は８６.２％

（前年度８７.７％）で、「６１歳～６４歳」が３.

７％（同３.４％）、「６５歳以上」が１０.２％

（同８.８％）である。 

 

高年齢者雇用安定法の改正が影響し

たのか、定年年齢を６０歳とする企業の

割合は前年度（８７.７％）をさらに１.５ポイ

ント下回っている。 

６５歳以上を定年年齢とする企業の割

合は、前年度（８.８％）、前々年度（６.

８％）と年々高まってきており、今回はじ

めて全体の１割を超えている。 

 （図－１６） 

 

 

 

 

 

（図－16） 一律定年の定年年齢 

（図－15） 定年制の定め方 
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